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Accountinghasbeenperceivedasthelanguageofbusiness.Thispaperdiscussesthesignificance

ofrecognitionanddisclosureinaccountingbylinguisticapproach.Anaiveinterpretationofmarket
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1.は じ め に

会計における貸借対照表や損益計算書上の認識情報 と注記などの開示情報1は,単 に報告される

場所が違 うだけのことであり,そ れが意味する内容や証券市場に与える影響には差違がないと一般

には考えられている。 しかしながら,会 計においては,認 識の範囲は財務諸表における認識に限定

されてお り,注 記情報や補足情報またはその他の財務報告の手段は対象 とされていないのである2

[FASB(1984),par.8]。 会計において認識対象を限定しているのは,認 識対象 となる情報 とそれ

以外の情報 とを区別 しているからであろう。

両情報が会計においては明確に区別され,そ れらに差違があるのであれば,認 識情報 と開示情報

は,会 計情報利用者にとっても異なったもの として解釈されていると考えられる。つまり,証 券市

場に与える影響 も異なっていると思われるのである。Beaver(1998)は,市 場の効率性は財務報

告にたいしてさまさまな理由で重要であると述べている[Beaver(1998),p.125]。 ある項 目を注

記において開示するかその項 目を財務諸表本体で認識するかどうかは,証 券価格に重大な影響をお

よぼす と期待されている。 このことに市場の効率性は影響をお よぼす と考 えられるか らである

[Beaver(1998),p.125]。

そこで,本 稿では会計における認識情報 と開示情報にたいして言語分析的アプローチを用いるこ

とにより,両 者の差違をまず明 らかにしていくことにする。言語分析的アプローチのなかでも,会

計制度の分析に有用なのは言語 とその使用者を対象とする語用論的アプローチである。言語の使用

を考察対象とする語用論的アプローチを用いることによって,認 識情報 と開示情報はそれぞれの意

味内容に差違があることを明確にできると考えられる。そのうえで,差 違があると考えられるこれ

らの情報 と市場の効率性との関係を整理することにする。

以下では,認 識情報 と開示情報の差違を考察する前に,ま ず第2節 において,企 業の経済活動

を報告するという役割を担 う会計情報 とその報告対象である事象 との関係をどの ように捉 えるのか

について整理 してい く。会計を写像システムであるとする考え方 と築像システムであるとする考え

方の二つを紹介し,会 計を築像システム として捉えることが大切であることを述べることにする。

そして,第3節 では会計を築像システムであるとする立場から,言 語分析手法の一つである語用

論を用いて認識情報 と開示情報の差違を明らかにする。両情報の意味内容に差違があることを言語

分析的アプローチにより確認 したあとに,第4節 では会計情報利用者 と市場の効率性 との関係を

取 り上げることにする。会計情報利用者が両情報の差違をどのように捉えるのかを実際にみていく

ためには,会 計情報利用者 と市場の効率性の関係を整理する必要があるか らである。最後に第5

節では,言 語分析的アプローチを用いれば会計における認識情報 と開示情報は理論的に異なること

を確認 し,こ の差違は実証研究によって検証されることが必要であるということを主張することに

する。
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2.写 像 システム と築像 システ ム

会計情報における認識情報 と開示情報の差違をみる前提 として,会 計情報 と企業の経済活動の関

係をどのように捉えるのかについて整理 していくことが必要である。財務諸表を主とする会計情報

と企業の経済活動の関係にたいする捉え方には,大 きく二つの見方があると考えられる。一つは,

財務諸表には企業の経済活動が客観的に,忠 実かつ正確に写 し出されているという見方である。こ

れは,企 業の経済活動 をありのままに写 しとるとい う写像システム として会計を捉えるものであ

る。もう一つは,財 務諸表上に企業の経済活動が表されるとみるのではな く,財 務諸表を通じて表

現されることによって企業像がつ くりだされるとする見方である。 これは,対 象となる企業像が会

計言語以前には存在しないとする見方であり,言 語を用いて表現することにより企業像が構築され

るというものである。以下ではこれを永野(1995)に な らい築像 ということにする。本節ではま

ず,会 計を写像システム として捉える見方から取 り上げていくことにする。そのあとに,会 計を築

像システムであるという捉え方をみていくことにする。

会計を写像システム として捉えるさいによくいわれるのが,会 計情報は表現の対象である企業の

経済的実態を忠実かつ正確に表現しなければな らないということである。たとえば,FASBが

1980年 に公表したSFAC第2号 『会計情報の質的特徴』(QualitativeCharacteristicsofAccount-

ingInformation)に おいては,会 計情報の信頼性を確保するためには,表 現の忠実性や検証可能性

とともに,会 計情報の中立性も確保 しなければならないとしている[FASB(1980),par.62]。 こ

こで表現の忠実性 とは,SFAC第2号 によれば,あ る測定値 または記述 とそれらが表現しようと

する現象 とが対応または一致することである[FASB(1980),par.63]。 そして,会 計が中立的で

あるためには,会 計情報は経済活動をできるだけ忠実に報告 しなければならないといわれている

[FASB(1980),par.100]。

FASBで は,表 現の忠実性な らびに検証可能性が確保され,さ らに中立性をも確保 されている

な らば,そ のような会計情報は信頼性を満たしてお り,会 計情報の有用性を高めると考えている

[FASB(1980),par.63]。 この ような 「表現の忠実性」ないしは 「会計における中立性」を会計

情報に求めるという考え方は,「 会計システムが現実を描写するものであるといった基本的思考に

立脚 している」[高 田橋(1992),60ペ ージコ と考 えられよう。つま り,会 計上の表現,す なわち

会計情報が 「現実に対応することを要求するもの」[高 田橋(1992),60ペ ージ]で あ り,会 計を

企業の経済活動の写像システム として捉えていると考えられるのである。

また,井 尻(1976)は,あ るものの状態に関する情報 を伝達するために使 うものや現象のこと

を写体(surrogate)と 呼び,写 体によって表現された物や現象のことを本体 と呼び,会 計情報に

ついて言語分析的に考察している。そして,言 語や言語をもとにして組み立てられる理論,言 語を

用いて表現される情報について 「言語にしろ,理 論にしろ,情 報にしろ,あ る実在 という本体を表

現するために用い られる写体であることに変わりはない」[井 尻(1992),22ペ ージ]と 述べてい
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る。

井尻(1976)に よれば,写 体は本体の状態に関する情報を提供するかぎりにおいて興味をひ く

ものである。会計においては財務諸表が写体に相当する。また会計における本体 とは企業の経済的

状態を指すことになる3。そして,「言語はある本体を表現するところの写体をある規約のもとにつ

くりだすシステム」[井 尻(1992),20ペ ージ]で あるとして言語 と写体,本 体 との関係を捉えて

いる。

そのうえで,近 年では写体の本体化が増えていることを井尻(1992)で は危惧 している。写体

の本体化とは,本 体そのものが漠然 としか理解されていな くても,写 体が本体を正 しく表現してい

るかどうかを誰 も確認できないために,便 宜上,写 体を本体 とみなして取 り扱うということである

[井尻(1992),14ペ ージ]。 たとえば,本 体である企業の経済的状態 を実際に確かめるのには時間

がかかるため,情 報利用者は企業が公表した写体としての財務諸表を用いて企業の経済的状態を理

解 し,財 務諸表上で表現されている企業の経済的状態が本当の企業の経済的状態であると理解する

ようなケースのことである4。

井尻(1992)に とっては,「 写体の本体化は,業 績情報について情報の機能の異例なケース」

[井尻(1992),23ペ ージ]で あ り,本 来,写 体は本体の状態を表現するものであ り,そ の機能を

離れては有用性をもたないと考えているのである 〔井尻(1976),62ペ ージ]。

その他には,田 中(1995)が 会計特有の一定の表現様式を通 じて,本 体は 「写体の集合 として

の財務諸表などに会計言語 として写像されなければな らない」 と述べている[田 中(1995),18ペ

ージ]。記述言語 としての会計言語は,与 えられた対象を何らかのかたちで写像 しようという側面

にかかわるものだ と考えるからだという[田 中(1995),18ペ ージ]。

井尻(1976・1992)や 田中(1995)に おいて想定 されている写体 と本体 との関係は,会 計が経

済活動をコピーするかのごとく写像するという極端なまでの写像システムではないとしても,写 体

によって表現される以前に本体が存在するという見方である。つまり,写 体 としての会計情報は,

いかにして本体である企業の経済活動を写 しだせるかにかかっており,会 計を写像システム として

捉えているのである。またFASBの ように表現の忠実性を重んじる場合に も,会 計は 目の前にあ

る対象を描写しているという言語観に支えられていると考えられるのである。

たとえば,無 形資産を例にあげて考えると分かりやすい。無形固定資産にたいしては現行の会計

システムでは,有 償取得 したものは取得原価で資産計上するが,自 己創設 したものの価値は認識 し

ないことになっている。これは,写 像システム として会計を捉えることと結びつくと考えられる。

しかしながら,こ れでは今 日のような複雑な企業活動や企業像を表現する会計システムとしては

不充分であろう。現行の会計基準に起因 して財務報告に生 じている問題 として,「企業の貸借対照

表の無形固定資産や純資産の金額があま りに過小にな り,リ ア リティを喪失 している」[桜 井

(2004),28ペ ージ]こ とが指摘 されているのである。 このように批判 される原因の一つには,会

計を写像システムとして捉えるという考え方をあげられよう。
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実際,経 済活動 と財務諸表 との関係を単純かつ直接的な関係として捉え,会 計は経済活動を財務

諸表上にありのままに,客 観的,忠 実かつ正確にコピーするかのごとく写像するシステムであると

いう考え方には大下(1989),永 野(1992),岡 本(2002),全(2002)に より批判がなされてい

る。

そのな かで も永野(1992)は,「 コ トバ にはそれに対応 するモ ノが実在 してい る」[永 野

(1992),54ペ ージ]と いう素朴実在論的な言語観を 「誤 った言語観」 として指摘 している。言語

よりも前に実在があるとするのではな く,「コ トバを媒介にしては じめてものを認識することがで

きる」[永 野(1992),22ペ ージ]と 考えるのである。 これは,現 代の言語論における言葉 とその

対象の捉え方 と同じであ り,会 計においてもこのような言語観に立脚 し,会 計情報とその対象であ

る企業の経済活動を捉えていく必要があると考えられるのである。

永野(1992)で は,会 計により会計表現がなされると同時に 「会計事実を構築 し,現 実を作 り

出してい く」[永 野(1992),39ペ ージ]と 考えられている5。つまり,会 計における表現は対象を

写像した ものではな く,「対象についての像を構築するという意味での 〈築像〉」[永 野(1992),

41ペ ージ]シ ステムとして会計を捉えるのである。 このように会計を含めた言語が現実をつ くり

だ しているという考え方は青柳(1976)に おいても指摘されている。青柳(1976)で は,「 現実の

特殊な種類の反映である言語は,あ る意味において現実像の創造者」[青 柳(1976),171ペ ージ]

であると述べている。また,Morgan(1988)は 会計情報の作成者は企業に関する 「現実の構築者」

であり,限 られた方法で現実を構築 していると述べている[Morgan(1988),p.477]。

会計によって把握された事実が現実を構成するというように,会 計を築像システムとして捉える

考え方においては,写{象 か築像かは程度の問題ではない。そこではすべてが築像として捉えられる

のである。そのために 「現実を写像するという観念は,写 体(言 葉)を 離れてはいかなる本体(対

象)を も識別できないがゆえに,否 定される」[國 部(1992),43ペ ージ]の である。

会計を築像システムとして捉える以上のような考え方を伝達の場まで含めて考察 しているものに

岡本(2002)やHines(1988)の 研究がある。岡本(2002)に よれば,「 コミュニケーシ ョン機能

を重視する会計言語は,単 なるビジネス言語 としてエンティティの経済活動を写像するだけでな

く,社 会レベルで経済的リア リティを創出する」[岡 本(2002),220ペ ージ]と 述べており,永 野

(1992)と 同じく,会 計を築像システムとして捉 えている。ただし,岡 本(2002)で は 「築像」 と

いう表現を使わずに,「写像」 という表現を用いている。岡本(2002)に おける写像 とは 「会計情

報(財 務諸表)を 利用する者が,財 務諸表をみて,実 在 しないものも含めて企業の心像(image)

を与えるという意味」[岡 本(2002),219ペ ージ]で ある。実在する対象を忠実に写 し出す という

意味で 「写像」 という用語を用いていないことに注意する必要がある。岡本(2002)は,「 会計言

語 というスクリーンに,バ ーチャル ・リア リティを可視化して,そ れを写像する」[岡 本(2002),

219ペ ージ]と して,素 朴実在論 とは異なる意味で 「写像」 という表現を用いて,築 像システムと

しての会計を考察している。また,Hines(1988)も コミュニケー トしながら現実を構築すること
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は会計でも同じであると述べている[Hines(1988),p.257]。

独特の言語体系を有する会計において も,「言語の論理によって,対 象 が規定 される」[岡 本

(2002),116ペ ージコ と考 えることが必要である。この ように考えることによって,「 リア リテ ィ

を喪失 している」[桜 井(2004),28ペ ージ]と 指摘される現行の無形固定資産にたいする評価な

どについても考えてい くことができるのである。つま り,今 日の会計においては,会 計を築像シス

テムとして捉えることによって,従 来では捉えられなかった企業の経済活動を会計情報の利用者に

伝えることが可能になるのである。会計を築像システムにより捉えることが必要だ といえるのであ

る。

3.認 識情報と開示情報の言語分析的差違

前節では,会 計を築像システムにより捉えることの必要性を述べてきた。築像システムを通じて

表現される会計情報においては,会 計言語によって表現されているという点では会計における認識

情報 と開示情報は同じ情報であると考えられる。そうであるならば,両 情報はまった く同じものを

意味することになるのであろうか。 この点を明らかにするために,本 節では会計情報における認識

情報 と開示情報にたいして,言 語分析的アプローチを用いて,両 情報 に言語分析的差違があるのか

否かを明らかにしていく。

まず,築 像システム として会計を捉えるさいに確認しておかな くてはならないことは,「築像」

が現代言語論のなかでも後期ウィトゲンシュタインの言語観 と深 く関係しているとい うことであ

る。「言語は実践を媒介にして現実を反映する」[青 柳(1976),171ペ ージ]と いわれている。 こ

のような考え方の根底にあるのが言語論における語用論的視点であり,後 期ウィトゲンシュタイン

による言語の意味の捉え方である。また,岡 本(2002)は,単 純な写像システムでは説明で きな

くなっている今 日の会計の言語機能は,ウ ィトゲンシュタインの言語ゲームを適用することにより

よく理解できると述べている[岡 本(2002),219ペ ージ]。

立川 ・山田(1990)に よれば,後 期ウィトゲソシュタ・インは,言 語 と言語の織 り込まれた諸活

動の総体 としての言語ゲームにより,次 の ような言語観を退けようとした[立 川 ・山田(1990),

157ペ ージ]。一つは,「 まず実在があ り,言 語はその実在を表現するものであるという実在論的,

再現主義的言語観」[立 川 ・山田(1990),157ペ ージ]で ある。言語は単に実在を表現するための

記号であるとする 「素朴な記号的言語観」は退けられなければな らないものとして指摘 されている

のである。つま り,単 純な写像論的言語観の否定である。そして,も う一つ退けられるべきもの と

して 「言語の意味を,話 す主体の何らかの心的過程,と りわけその意図によって規定 しようとする

心理主義的言語論の立場」[立 川 ・山田(1990),157ペ ージ]を あげている。言語 とは心の状態を

表 したものではないというのである。

言語の意味は,す でに対象として存在しているものにつけられた記号ではなく,ま た心の状態の

記述でもない。そうであるならば,後 期ウィトゲンシュタインに代表されるような言語の語用論的
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図表1伝 達の仕組み

口
〔一/〔 争 ＼＼ 一ぎ 受信者〕

伝 達 内 容 ・ ・七一ジ ー メ ・セー ジ1伝 達 内 容1

〔経 路 〕

〔コ ン テ ク ス ト〕 」

出典:池 上 嘉 彦(1984)『 記 号論 へ の 招 待 』 岩 波 書 店,39ペ ー ジ。

意味は何 を意味 しているのかを考察することが必要であろう。

立川 ・山田(1990)に よれば,言 語の語用論的意味にはそれを決定する法則がコー ド化されて

いるのだ という[立 川 ・山田(1990),150ペ ージ]。 ここでコー ドとは,伝 達を行いたい という発

信者が,何 かを意味しているメッセージを作成し,そ の受信者がメッセージを解読するさいに参照

すべき決ま りのことである[池 上(1984),38-41ペ ージ]。 これ らの関係を図で表したものが,図

表1「 伝達の仕組み」である。

図表1で 示されている伝達の仕組みは,発 信者 と受信者,伝 達内容 とメッセージ,そ してコー

ドの関係が次のようになっている。まず,発 信者がコー ドを参照 しながら伝達内容を 「記号化」し

てメッセージを作成する。そして,何 らかの経路を通ってそのメッセージが受信者に届けられる。

受信者は受け取 ったメッセージを解読するためにコードを参照 しながら伝達内容を再構成し,意 味

を理解する。

しかしながら,伝 達における一連の仕組みのなかで,コ ー ドだけではメッセージの意味を完全に

把握することができないこともある。つまり,コ ー ドを参照するだけでは理解できないメッセージ

があるのである。そのような場合には,理 解できないメッセージを理解するために受信者はコンテ

クス トを参照す るのである[池 上(1984),47ペ ージ]。 つま り,記 号(言 語)が 用いられた状況

な どを把握するのである6。状況などから判断 して,記 号(言 語)に 込められているメッセージの

意味を理解するのである。

図表1に おけ る伝達の仕組みは,会 計言語についても同様に当てはまると考 えられる。メッセ

ージの発信者である会計情報の作成者がコー ドにしたがってメッセージを作成する。ここでコー ド

とは会計基準などであると考えられる。そして受信者である会計情報の利用者は,コ ー ドを参照 し

ながらメッセージの意味を解読する。また,コ ー ドに照 らし合わせただけでは理解できないメッセ

ージについてはコンテクス トを考慮しながら,そ の意味を理解 しようとするのである。

大下(1990)は,こ のような関係を 「会計上のことばの意味は,そ の対象か ら生ずるのではな

く,こ とばの使用主体が使用のメカニズムを通 じて意味を付与する」[大 下(1990),99ペ ージ]

と述べている。意味を付与する側の 「ことばの使用主体」 とは,財 務諸表を中心とする会計情報の
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作成者のことである。そして,「使用のメカニズム」 とは,複 式簿記システムを用いた会計独 自の

会計言語の用い方だと考えられる。 このなかに会計基準に準拠 した会計言語の用い方は含まれない

と考えられる。会計基準は 「使用のメカニズム」というよりも,む しろ 「コー ド」として理解 した

方がよい と考えられるからである。

「使用のメカニズム」を通じて意味を付与するとは,会 計情報が複式簿記システムを通 じて表現

されている情報であるのか,あ るいは単に企業活動に関する情報を注記などで開示 した情報 である

のかによって異なる意味が与えられていると考えることができるのである。通過 している使用のメ

カニズムが異なるからである。つまり,大 下(1990)で は,メ ッセージの発信老側に焦点をあて,

どのように会計言語を用いているのかということを通じて,会 計言語の意味を理解する必要がある

というのである。

しかしながら,大 下(1990)で は,会 計情報の受信者側か らみた場合に,使 用のメカニズムの

違いによる会計言語の意味の違いをどのように理解するのかについては取 り上げられていない。そ

こで次にこの点について考察 してい くことにする。

複式簿記システムを通じて用いられる会計言語は,財 務諸表において報告されるものである。こ

れはFASB(1984)のSFAC第5号 における認識の範囲 と同じであろう。つまり,貸 借対照表,

稼得利益および包括的利益結合計算書,キ ャッシュフロー計算書および株主持分増減計算書の四つ

の財務諸表で報告されている情報だといえるのである。認識対象 となっている四つの財務諸表上で

報告される情報 とそれ以外に開示されている情報とのもっとも大きな違いは,複 式簿記システムを

通っているのか否かという点だと考えられる。財務諸表に載せられている認識情報は複式簿記シス

テムを通った情報であり,そ れ以外の情報については,必 ずしも複式簿記システムが必要 とはされ

ないか らである。

情報の提供方法の違いは言語の使い方が異なるということである。そして言語の使用が異なると

いうことは,語 用論的に考えれば言語の意味が異なることを示すのである。これを会計にあてはめ

て考えれば,複 式簿記システムを通るかどうかということは,情 報がどのように提供 されているの

かということである。つまり,言 語の使われ方の異なるということである。言語分析的アプローチ

によれば,言 語の使い方の異なる認識情報 と開示情報は異なる意味内容を有 していると考え られる

のである。 また,永 野(1992)に おいては,「 注記な どが会計外の言語体系による認識である」

[永野(1992),72ペ ージ]と 述べている。そ して,財 務諸表上の認識情報 とそれ以外の開示情報

とは異なる言語体系に依拠 してお り,両 者を区別することが必要であると主張 している。

認識情報 と開示情報の対象範囲の差違 を明確 に示しているのがSFAC第5号 における次の図表

2で ある。認識情報は四つの財務諸表に記載 される情報 に限定されており,そ れ以外の情報は開示

情報 として扱われている。このような認識情報 と開示情報の差違を実証した研究が最近ではアメ リ

カなどで行われている7。そこでは,認 識情報 と開示情報の違いが,情 報を提供している企業の株

価にどのような影響をおよぼしているのかという観点から検証されている。つまり認識情報 と開示
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図 表2会 計における認識情報 と開示情報の対象範囲

投資,与 信 および これに類似する意思決定 に とって有用 なすべ ての情 報

(諸概念 ステー トメ ン ト第1号par.22,脚 注6に 一部引用)

財 務 報 告(諸 概 念 ス テ ー トメ ン ト第1号pars.5-8)

一 現行 のFASB基 準 によって直接 に影響 を受け る領域

基本財務諸表 一

(AICPAの 監査基準 書にお ける)

認識お よび測 →

定 に関す る諸

概念ステー ト

メン トの範囲

財務諸表へ注記
財務諸表 (および財務諸表に挿入 補足情報

する方式による開示)

貸借対照表 例: 例:

稼得利益およ ・会計方針 ・価格 変動 の開示

び包括的利益 ・偶発事象 (FASBス テ ー ト

結合計算書 ・棚卸資産 の評価方法 メ ン ト第33号

キ ャ ッ シ ュ ・ ・発行済株式数 〈改 訂版 〉)

フロー計算書 ・代替的測定値 ・石 油 ・ガ ス 埋 蔵 量

株主持分増減 (歴史 的原 価で繰 り 情報
計算書 越 され た項 目の市場 (FASBス テ ー ト

価値) メ ン ト第69号)

その他の財務報告

の手段

例:
・経営者 の討議 と分

析
・株 主へ の挨拶

その他の情報

例:
・SECForm10-Kに

お け る競 争 お よ び

受 注 に関 す る討 議

(SECレ ギ ュ レー

シ ョンS-K)

・アナ リス トの報告 書

・経 済 統 計

・会 社 に関 す る ニ ュ

ース 記 事

出 典:FASB(1984),StatementofFinancr'alAccountingConcePtsNo.5.'RecognitionandMeasurementinFinan-

cialStatementsofBusinessEnterpiises,FASB,Dec.(平 松 一 夫 ・広 瀬 義 州 訳(1994)『FASB財 務 会 計 の

諸 概 念(改 訳 新 版)』 中 央 経 済 社).

情報では株価形成にたいする有用性に差違があるのか否かを明らかにする研究がアメリカを中心 と

して行われているのである。それらの研究によれば,株 価形成にたいして認識情報 と開示情報では

差があることが明らかにされている。

本節では,認 識情報 と開示情報の意味の違いを考察するさいには,後 期ウィトゲンシュタインの

言語観によって捉えることが必要であることを確認した。後期ウィ トゲンシュタインの言語観は,

会計を築像システムとして捉 える考え方と結びつ くものであ り,言 語分析における語用論的アプロ

ーチと関係するものである。言語の意味を言語の使用状況により考察するという語用論的アプロー

チによれば,会 計における認識情報と開示情報は,異 なる使用のメカニズムを通っており,異 なる

意味を有することが明らかになった。築像システムにより会計を捉えた場合には,語 用論的視点に

立脚 し,言 語の使用状況 も含めたうえで言語の意味を考察してい くことが必要である。

4.会 計情報利用者と市場の効率性

前節でみてきたように,言 語分析的アプローチにおける語用論的アプローチによれば,認 識情報

と開示情報では意味内容は異なることが明らかになった。言語(情 報)は どのように使用された も
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のであるのかによって意味内容が異なると考えられるからである。そして,意 味内容の異なる情報

は,そ れを用いる者の意思決定にも異なる影響をおよぼす と考えられるのである。

しかしながら,フ ァイナンスの世界で一般的にいわれている効率的市場仮説によれば,情 報は公

にされているのか否か ということが重要であり,ど のように報告されるのか ということは投資家を

はじめ とした会計情報利用者の意思決定 に影響をおよぼさないと考えられている8。つま り,認 識

情報 と開示情報は,そ れ らの情報が使用される場においては同じ情報 として扱われると考えられて

いるのである。

言語分析的アプローチにより認識情報 と開示情報を異なる情報 として捉えるのであれば,そ れら

の情報利用者 と彼らがその情報を主 として用いる証券市場 との関係,さ らにいえば市場の効率性 と

の関係を整理する必要がある。そこで,本 節では,認 識情報 と開示情報が言語分析的に差違がある

ことを前提 としたうえで,そ れ らの情報を用いる会計情報利用者 と市場の効率性 との関係をどのよ

うに整理することが必要であるのかを明らかにすることとする。

会計情報利用者 と市場の効率性 との関係を扱 う前に,会 計情報を利用する者を特定していく必要

がある。通常,言 語を使用する者 としては,言 語に意味を付与する側の言語使用者 と言語の意味を

解釈する側である言語使用者 とが考えられる。 これを会計言語に置きかえた場合には,会 計言語に

意味を与えるのは会計情報作成者であ り,財 務諸表作成者である。彼 らは,会 計情報 を使用する

が,会 計情報を利用して自らの経済的意思決定に役立てようとしている者ではない9。会計言語を

用いることによって,そ れに意味を付与する財務諸表作成者は会計情報作成者という。そして,財

務諸表などによって伝えられた会計言語の意味を解釈 し,会 計情報を自らの経済的意思決定に役立

てようと利用する企業外部の財務諸表利用者の ことを会計情報利用者 ということにする。

会計情報利用者をさらに限定するために,こ こで1978年 にFASBよ り公表されたSFAC第1号

『営利企業の財務報告の基本 目的』(ObjectivesofFinancialReportingbyBusinessEnterprises)に

おける会計情報利用者を参考にすることにする。SFAC第1号 では,財 務報告の基本 目的の一つ

として 「現在および将来の投資者,債 権者その他の情報利用者が合理的な投資,与 信および これに

類似する意思決定を行 うのに有用な情報を提供しなければならない」[FASB(1978),par.34]こ

とがあげられている。そこでSFAC第1号 の基本目的に掲げられていた会計情報利用者に焦点を

あてることにする。

今日の証券市場における投資および与信意思決定において,前 提 とされているのが市場の効率性

である。また,会 計においても会計利益情報の有用性は,市 場の効率性 と不可分の関係にあるとも

いわれている[桜 井(1991),262ペ ージ]。

市場の効率性 とは,個 々の投資家の合理性を必ず しも要求 しないが,市 場 としてみたときには合

理的であることを前提 としていることをいう[加 藤(2003),11ペ ージ]。 効率的な市場において

は,利 用可能な情報を用いてもリスクに見合う以上の リターンを継続的に得 ることはできないと考

えられている。
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市場 の効率性 の要素には二つある。一つは,新 しい情報をすばやく価格に反映するという情報処

理のス ピー ドに関するものである[加 藤(2003),11ペ ージ]。 もう一つは,そ の ような情報を正

当に評価できる という情報処理の精度についてである[加 藤(2003),11ペ ージ]。 た とえば,企

業が将来生み出すキ ャッシュフローが,株 価に反映されているような市場のことを効率的市場 とい

う。そのような市場 における株価は,ほ とんど即座に利用可能な情報を反映していると考えられて

いる10。つま り,価 格がその時点で入手可能な情報を常に完全に反映する(fullyre且ect)市 場のこ

とを効率的市場 というのである[Fama(1970),p.383]。

市場 が効率的であるのか否かを検証するために用いられる仮説が効率的市場仮説である。効率的

市場仮説は,市 場価格のなかに織 り込 まれている情報量によって,ウ ィーク型,セ ミス トロング

型,ス トロング型の三つに分け られている[Fama(1970),p.383]。 この三分類は,株 価に反映

され る情報量が少ない方からウィーク型,セ ミス トロング型,ス トロング型 となっている。

Fama(1970)に よればウィーク型 とは,証 券市場で成立 している価格が過去の証券価格に関す

る情報 を反映 している市場のことをいう。そして,セ ミス トロング型 とは,過 去の証券価格に関す

る情報 を含めて,一 般に入手可能な情報を反映している市場のことをいう。ストロング型 とは,市

場が一般の投資家に とって入手可能な情報だけではな く,一 般には入手できない内部情報も含めた

すべての情報を反映 している市場のことをいう。そして,公 表された会計情報が会計情報利用者の

経済的意思決定 に有用であるのかを検証するさいには,三 つの効率的市場仮説のうちいずれの仮説

を想定 して考察するのかをまず明らかにする必要があるのである。

財務諸表に代表される会計情報は,一 般に公表される情報である。そのため,一 般の投資家にと

っても入手可能な情報であると考えられる。 したがって,会 計情報はセミス トロング型の効率的市

場仮説 と関係 している と考えられる。また,フ ィリップ(1999)が 指摘 しているように,一 般に

はセミス トロン グ型 が現実的な仮説 として認められている11[フ ィリップ(1999),17ペ ージ]。

セミス トロン グ型の効率的市場仮説を所与とすれば,投 資家の期待を修正させるようなリスクと

投資収益率に関する情報が公表されると,即 座に新 しい均衡価格が設定されると考えられる[須 田

(2000),115ペ ージ]。 したがって,そ のような場においては,会 計情報が利用者の経済的意思決

定に有用な情報 を提供するためには,何 を開示するのかということと同時に,情 報の 「適時性」 と

「代替的情報源 の存在」の観点から,ど のように開示するのかが問われなければならない[須 田

(2000),210ペ ージ]。 たとえば,有 価証券の公正価値情報などの開示制度が有用であるのかどう

かとい う鍵 を握 っているのは,「 情報の適時性を確保すること」だと須田(2000)は 述べている12

[須 田(2000),188ペ ージ]。 情報が公開されて も,そ の他の代替的な情報によって補完されうる

タイミングで公表されるのであれば,そ のような追加的な情報の開示は市場に新 しい情報を提供 し

たことにな らな いか らである。

しか しながら,適 時性や代替的情報源の存在以外にも,報 告方法の違いがもたらす情報の意味内

容の差違が利用者の意思決定に与える影響についても考慮される必要があろう。近年の研究では,
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会計情報をいかにして公にするのかとい うことに関心が向け られつつある。Danieleta1.(2002)

においては,投 資家や市場はあまり上手に会計情報を用いておらず,開 示に関しては内容 と同じよ

うに形式が重要である と述べている[Danieletal.(2002),p.184]。 なぜなら,投 資家に情報を

提供する場合には伝達される情報の内容だけではな く,そ の形式が情報の織 り込み方に影響を与 え

ると考えられるからだと主張 している13[Danieletal.(2002),p.185]。 その他にも,須 田(2003)

は,必 ずしも投資家が合理的な投資意思決定を行 うとはかぎらないという行動ファイナンスに依拠

して,会 計基準の設定においては開示する情報の内容だけではな く,財 務諸表注記 と財務諸表本体

のいずれに示すかなどの形式問題をおろそかにしてはいけない と指摘している[須 田(2003),47

ページ]。 これ らは,言 語分析的アプロー チを用いて会計情報の認識情報 と開示情報の差違を問題

としているわけではないものの,情 報の提供のされ方,す なわち形式面の違いが会計情報利用者 に

何らかの影響をおよぼすと考えている点で重要である。

前節で明 らかにしたように,後 期ウィ トゲンシ ュタインの言語ゲームによれば,言 語の用い方の

違いが言葉の意味を規定すると考え られ る。情報 の報告方法の違いが市場に与える影響について

は,言 語分析的アプローチを用いて認識情報 と開示情報の差違を考え,会 計情報利用者 と市場の効

率性の問題を考えるべきであろう。報告方法の違 いは使用状況の違いのことであ り,言 語分析的ア

プローチによれば,そ れは情報の質あるいはその意味が異なるということになるか らである。実

際,多 くの実証研究によって効率的市場仮説にたいするアノマリー14が観察されてお り,市 場が完

全に効率的であるとはいえない証拠が蓄積 されているのである。

会計においては効率的市場仮説を前提 として,会 計情報の有用性を検証 している。これは市場が

効率的であるためには,情 報利用者が効率的市場仮説を信じないことが必要であるという効率的市

場仮説のパラ ドックスゆえであるとも考え られる15。効率的市場仮説を所与のもの としながらも,

市場は完全には効率的ではないからこそ,会 計利益情報は現実に有用性を有する余地があるといわ

れている[桜 井(1991),299ペ ージ]。 そ してまた,市 場 は完全には効率的ではないからこそ,会

計においても認識情報 と開示情報 とを区別 して会計情報利用者に提供する意味があると考えられる

のである。

5.む す び

本稿では,会 計における認識情報 と開示情報にたいして言語分析的アプローチを用いて両情報の

違いを明らかにしてきた。本節では,本 稿をまとめるとともに,言 語分析的アプローチによって考

えられる認識情報 と開示情報の差違は実証研究に よって補完される必要があることを述べることに

する。

まず,第2節 では会計を築像システム として捉 えることが大切であることを明 らかにした。築

像システムによって会計を捉えることによ り,今 日のような リア リティを喪失している批判される

会計情報がより有用な情報になると考え られるか らである。
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つづく第3節 では,会 計情報を認識情報 と開示情報に分け,両 情報の意味に差違があるのか否

かを言語分析的アプローチを用いて明らかにした。会計を築像システム として捉える考え方は,後

期ウィトゲンシュタインの言語観を用いることにより理解がいっそう容易 となる。言語の使用状況

も含めたうえで言語の意味を考察 してい くからである。つま り,情 報の報告方法が意味を規定する

さいに重要になるのである。そして,異 なる使用メカニズムを通って提供される認識情報 と開示情

報は,会 計情報利用者にとって異なる意味を有していることが確かめられたのである。

第4節 では認識情報 と開示情報の違い と市場の効率性 との関係を どのように整理すべきかにつ

いて取り上げた。今日の会計では,セ ミス トロング型の市場の効率性が前提にされている場合が多

い。セミス トロング型の市場の効率性では,情 報はどこで報告されようと市場にたいする影響は同

じだと考えられている。つまり,そ こでは,報 告方法の違いにより言語(情 報)の 意味内容が異な

るという言語観とは異なる捉え方がなされているのである。 しかしながら,市 場の効率性にたいし

てはアノマリーが多 く観察されており,現 実には市場は完全には効率的ではない と考えられる。そ

うであるからこそ,会 計情報の言語論的意味について関心を向け,そ のうえで会計情報 と市場の効

率性 との関係を整理する必要があるということを明らかにした。

このように会計において言語分析的な視点から認識情報 と開示情報の差違を意識する考え方はま

だ少数である。会計においては理論的な有用性が認められてはじめて認識情報 として報告されてい

る。有価証券の公正価値情報 に関する会計基準の変更はその良い例である。財務諸表にたいする補

足情報として開示されていたものが,注 記情報 として開示されるようになり,現 在では財務諸表本

体で認識される情報になっている。会計では認識情報 と開示情報を異なるものであり,そ れらの意

思決定にたいする有用性の程度が異なると考えているのである。 しかしながら,伝 達方法の違いに

よって利用者にたいして与える影響に違いがあるかということについては,ま だ明らかにされてい

ない。言語分析的アプローチにより明らかにされた認識情報 と開示情報の差違は,実 際に会計情報

利用者が異なった情報 として扱 っているのかを実証研究によって補完 していくことが必要である。

注

1認 識情報 と開示情報 の詳細な定義 については長野(2004)を 参照 のこ と
。

2SFAC第5号 におけ る財務諸表 とは,貸 借対照表,稼 得利 益お よび包括的利益結合 計算書,キ ャ ッシュフロ

ー計算書 ,株 主持分増 減計算書に限定 されてい る[FASB(1984),214ペ ージ]。

3本 体の状態 に関 して写体が伝達す るメ ッセージが情報(information)で ある
。 写体 としての機能 をまっ とう

す るためにはその写体の利用者 がメ ッセージ を解読 して,本 体の状態 を知 るこ とができなければな らな い。

つま り,「測定 の結果 としてつ くられ る数字 は,そ の対 象物 の状態 を表 現す る とい う機能 を離 れては有用性

を もたない」[井 尻(1976),62ペ ージ]の であ る。

4井 尻(1992)で は写体の本体化 について気温 を例にあげ説明 して いる[井 尻(1992)
,14ペ ー ジ]。実際の気

温が本体 であ り,公 に発表 され る気温 が写体 であ る とする。実際 の気温 を確認 するのに時 間が かかるため

に,情 報利用者 は発表 された気温 が実際の気温その ものであ るかの ように行動 する.さらに実際の気温 をなん

らかの理 由で確 かめ られな い場 合,「 情 報 とい う写 体 が恒 久 的 に本 体 に化 け る」 と述 べ て い る[井 尻

(1992),14ペ ージ]。
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5会 計事 実 と事 実を区別 した見解 は木村(1955)に おいて すで に指摘 されて いる。木村(1955)に よれ ば,

「会計事 実は,し たが って,単 に,事 実の 客観 的表示でな く,こ れ と,慣 習 と して 発達 した会計手 続 と経 営

者の個人的判 断 との総合的結果 を意味する」[木 村(1955),15ペ ージ]と 述べ られ ている。 そ して,会 計事

実 と事実 とが区別 されて お り,会 計事実は事実,慣 習的方法 および主 観的判断 の三 つの要素 か ら構成 されて

いるこ とが示 されている。

6こ の こ とについて,立 川 ・山田(1990)で は 「言語外的状況が不可欠 である」 と述 べている。

7ア メ リカにおけ るこの種 の先行研 究を レビュー した うえで ,わ が国におけ る認識情 報 と開示 情報の差違 を検

証 したもの に長野(2004)の 研究があ る。

8認 識情報 と開示情報 が証券価格 に与 える影響 に差違 があ るのか否 かにつ いて ,市 場 の効率性 との関係 か ら成

立 する必要 がある ことを指摘 して いるもの にBeaver(1998,p.126)が ある。

9意 図的 に会 計方針 を変更 し,自 らに都合の 良い会計情報 をつ くりだす という会 計情 報の使用 者の こ とは ここ

では想定 していない。

10し か しなが ら,効 率的市 場に おいて は非 合理的投 資家 の存在 その もの を必ず しも否定 して いるわけ ではな

い。 た とえ非合理的 な投 資家が存在 しても,そ の ような投 資家 が行 う取引 がランダムであ るか,あ るいは合

理 的な投資家 に よる裁定取 引が なされれば市場の 効率性 は達 成 される と考 え られてい る[加 藤(2003),12

ページ]。

11し か しなが ら,セ ミス トロング型の効率的市場仮説 を肯定 する実証研究 がある一方 で,セ ミス トロング型の

仮説 の現実的妥当性 を肯定 する者 の割合 はきわめて低い ともいわれている[桜 井(1991),265ペ ージ]。

12須 田(2000)が 行 った実証研 究 によれば,適 時開示 された有価証券公正 価値情報の有用性 を支持 する結果が

報告 されて いる[須 田(2000),208ペ ージコ。 また,こ の結果 を うけて,須 田(2000)で は開示す るチ ャネ

ルを含めた有価証券公正価値情報 の有用性 が問題 である と指摘 している。

13近 年では,投 資家 の合理 的な行動 を前提 とす る効 率的市場 仮説 にた いして,投 資家 は必ず しも合理 的な行動

を とるわけ ではない とい う立場 から行動 フ ァイナンスが提 唱されて いる。行動 フ ァイナンス に関 しては加藤

(2003)を 参照 のこ と。

14ア ノマ リー とは,「あ る特定の学派 の考 え方 とは矛盾するが,一 見妥 当である と思われ る一部 の証拠 の こ と」

[フ ィ リップ(1999),123ペ ージ]で あ る。本稿 では,市 場の効 率性に たいす るア ノマ リーをあげ てお り,

「既存の理論で は説 明がつかない市 場の非効率性を示唆する事象の こ と」[加 藤(2003),4ペ ージ]を 指 して

い る。

15効 率的市場仮説のパ ラ ドックスに関する詳細 については,LorieandHamilton(1973)[小 野 ・武 田(1977),

邦訳129ペ ージ],桜 井(1991)267ペ ー ジを参照の こと。
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